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会議の顛末 

一般質問（６月１２日） 

 

議長（山根政彦） 

 皆さんおはようございます。ただいまの出

席議員数は９人です。 

定足数に達していますので、これより本日

の会議を開きます。 

議事日程の報告 

本日の議事日程は、お手元に配布のとおり

です。 

日程第１ 

一般質問を行います。順次質問を許します。

３番、梶原明議員。 

 

議員（梶原明） 

 改めましておはようございます。３番梶原

明です。傍聴されている皆さん、ありがとう

ございます。 

６月９日日曜日の日本海新聞の一面に、能

登半島地震直後の道路の寸断などで被災地支

援が滞ったことを受け、全都道府県が孤立対

策を再考しているという記事が掲載されまし

た。 

鳥取県でも大規模災害に孤立が予想される

集落が１００か所あると推測されており、集

落の状況に応じた救援など対応策を検討して

いるとありました。ただ、県に頼るだけでな

く、町民の安心安全のために若桜町独自の災

害対策も必要であると改めて感じました。 

また、同一面には、過疎地域に向けた郵便

局や農協など、地域組織を活用した自治体ラ

イドシェアを拡大するための関連補助金拡充

の記事もありました。これについても、１０

年、２０年後を考えた若桜町に合った独自の

公共交通の検討や構築が必要であると思いま

した。 

それでは通告順に沿って質問に入りたいと

思います。１番のデマンド便についてです。 

現在、若桜町内の町営バスとして定時運行

路線バスデマンド便、地域コミュニティタク

シーが運行されています。定時運行路線バス

の減便や廃止など、今後の町内公共交通が検

討されているところです。島根県大田市に温

泉津町井田地区というところがあります。 

この地区は、２０２３年時点で人口は４８

０人、高齢化率は５９．１３％となっており

ます。令和元年から定額乗り合いタクシー、

井田いきいきタクシーが運行されています。 

このタクシーは若桜町のデマンド便と同じ

ような運行形態を取っておりますが、違いと

いえば、島根県出雲市にある株式会社バイタ

ルリードの開発した「ＴＡＫＵＺＯ」という

定額乗り合いタクシー過疎化ＡＩオンデマン

ド配車システムを活用して、電話やスマホア

プリなどで予約を受けて配車や運行を行って

います。 

このＡＩオンデマンド配車システムは、複

数名で乗り合いする場合などに、利用者の乗

車場所や目的地、到着時間に合わせた運行ル

ートをＡＩが判断し、運転手へ伝達するシス

テムです。例えばですが、小船から乗車し、

若桜駅に９時に到着したい方と、吉川から乗

車し、柿坂医院に９時２０分に到着したい方

が同時に予約をされた場合、どちらを先に迎

えに行き、どちらを先に現地に連れていくか

をＡＩが判断し、運転手に伝えるというもの

です。 

今は、町内でデマンド利用時間が重複した

場合やスクールバス運行時間帯などではデマ

ンド便が使用できないことがあると聞いてお

ります。このような事例を減らすために有効

なシステムではないかと考えています。 

これから定時運行路線バスの減便対策やデ

マンド便の稼働率向上、利用者の利便性向上

のために導入を検討されてはと考えます。町

長の所見をお伺いします。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 



 

町長（上川元張） 

 梶原議員の一般質問にお答えをいたします。

町営バスデマンド便の運行に定額乗合タクシ

ー過疎型ＡＩオンデマンド配車システムの導

入を検討してはどうかというご質問でござい

ます。 

まず、本町の現状についてですけれども、

オンデマンド運行を現在は２台で行っており

まして、予約につきましては２名の運転手が

ブルートゥースイヤホンを装着しまして、運

転をしながらでもハンズフリーな状況で、相

互に連携を取りながら予約を受け付けておる

ということで、現状においては、特段問題は

生じていないということであります。 

しかしながら、デマンド便の利用者数は

年々増加傾向にありまして、令和５年度は年

間２，７６５人ということで、前年度の１．

３倍に増えております。加えて、若桜町公共

交通計画に基づき、オンデマンド化を進める

方針の下で、今後、定時便の減便を進めれば、

デマンド便のさらなる予約増加も想定される

ことから、台数を増やすことについても検討

する必要が出てきます。 

また、想定以上の需要があれば、例えば、

個人の自家用車でお客を運ぶライドシェア等

も視野に入れておく必要が出てくるかもしれ

ません。このように、将来に予約が増え、台

数も増えた場合には、輸送可能人員の最大化

や効率化を追求するために、ＡＩシステムの

導入も有効な手段として検討に値する状況が

出てくるのではないかと考えております。 

なお、議員からご紹介のありました島根県

大田市温泉津町井田地区の「井田いきいきタ

クシー」につきまして聞き取りをいたしまし

たところ、地区の人口は、先ほどご紹介あり

ましたけれども、おおむね５００人で、車両

台数は１台で運行しておるということです。

会員登録の上で３，３００円を支払えば、買

物や通院等、１か月間乗り放題で利用が可能

ということでございます。 

「ＴＡＫＵＺＯ配車システム」の活用によ

りまして、ＡＩが判断したルートで、複数名

の利用者が乗り合いで目的地に向かうことが

できるということでございます。イベント時

等は利用も多く、ＡＩの導入効果を実感でき

るということですけれども、平常時は１日に

１～２回程度の運行もあるということでござ

いました。 

将来的には、先ほど申しましたように若桜

町に合った形で、こうしたＡＩシステムを検

討してみてはどうかというふうに考えており

ます。以上でございます。 

 

議長（山根政彦） 

 梶原明議員。 

 

議員（梶原明） 

 将来的にはというところも聞かせていただ

いたわけでございますが、若桜町総合戦略の

中に、交通利便性の向上という項目がありま

して、その中にデマンド便への移行という項

目があります。 

数が少ないデマンド便を有効活用するとい

うことに関しましては、このようなシステム

を本当に今後必要になっていくと考えており

ます。また、この予約システムはスマホアプ

リにも対応していますが、井田地区では現在

のところ１００％電話予約のみということに

なっております。今後スマホを使える世代が

増えてくれば状況は変わっていくと思います

し、若桜町では、もし導入がなされれば更新

が開始されているＩＰ情報端末にアプリを組

み込むことなどができれば、利用者も予約が

安易にできてくるんではないかなと考えてい

るところでございます。 

先ほどちょっと料金の話が出ましたので、

次の質問に移りたいと思います。現在のデマ

ンド便には、出発地から目的地までの距離に

よる料金が一部を除き３００円から５００円



と設定されております。また、定時運行路線

バスは利用運賃が片道１００円であり、定期

券も設定されております。井田いきいきタク

シーでは、会員登録して定額運賃、月額３，

３００円を支払えば１か月乗り放題で利用で

きるようになっております。 

若桜町でもこのようなデマンド便に対する

定額運賃、いわゆるサブスク化ですね、を設

定すれば、利用料金を気にすることなく町内

を移動できるようにもなると考えております。

さらに、日頃移動手段がない方でも気軽に外

出するきっかけになると考えています。町長

の所見をお伺いします。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 デマンド便につきまして、重ねてのご質問

にお答えをいたします。若桜町でも「井田い

きいきタクシー」のように、デマンド便に対

する定額運賃を設定してはどうかというご質

問でございます。 

町営バスデマンド便は現在２台で運行して

おりまして、料金の体系は、３キロメートル

未満は３００円、３キロメートル以上１０キ

ロメートル未満は４００円、そして１０キロ

メートル以上は５００円というふうになって

おります。 

近年は免許返納を行う方も多く、デマンド

便の利用者数は先ほど申しましたように増加

傾向にございます。１か月乗り放題で利用で

きる定額運賃制を設定すれば、議員がおっし

ゃられましたように、利用料金を気にせずに

町内を自由に移動することが可能となるため、

移動手段のない方等の外出のきっかけづくり

にもなるというふうに考えます。 

ただ、一方で定額運賃制の設定により利用

回数が増加いたしますと、今の運行体制では

対応しきれなくなりまして、増車の対応です

とか、ドライバーの確保の対応といったこと

も検討が必要となってくると思われます。 

まずは試行的な導入も含めまして、委託事

業者であります観光タクシーさんと相談をし

たり、必要に応じて料金体系の変更を行うと

いうことになれば、若桜町地域公共交通会議

等で検討してみたいというふうに思っており

ます。以上です。 

 

議長（山根政彦） 

 梶原明議員。 

 

議員（梶原明） 

 利用が増えれば、現在の運行体制では対応

できないと、今おっしゃられました。私は、

そこはちょっと違うのではないかと考えてし

まいます。 

運行体制で対応できないということは何か

がちょっと足りていないというのがあると思

いますし、それを補うための、このＡＩシス

テムの導入であると私は認識しております。 

町民のためにどのような形、どのような利

便というところを考えた上で、今の運行体制

下では対応できないということは、ちょっと

私は理解できないなと思うわけでございます。 

実際、今後免許返納される方も増えてくる

と思っております。そのような方がやっぱり

不便にならないために、気軽にデマンド便を

活用できる環境づくりということは本当に必

要なことだと思っております。ぜひ検討をお

願いしたいと思います。 

では、次の項目に移る前ですが、先ほどの

この井田地区なんですが、ちょっと紹介をさ

せていただきますと、この３，３００円の月

額料金を稼ぐためにというんですか、地域で

企業組合の井田屋というものが創設されて、

地域の方々が井田屋焼き肉のたれとか、地域

の竹細工などということで、高齢者の方が集

まって作業をされ、そういうところで収益を

得ながらこの料金を捻出しておるというのも



ありました。こういうところも高齢者の方々

の活性化というんですか、そういうところに

もつながっていくのかなというところで紹介

をさせていただきました。 

では、次の質問に移らせていただきます。

はい、２の単身者向け住宅でありますが、令

和５年１２月の定例会で単身者向け住宅につ

いて一般質問をさせていただきました。町長

は、単身者向け住宅のニーズがどれぐらいあ

るのかを見極めてから検討したいと考えてい

ますと答弁されておりました。単身者向け住

宅を建てる検討はされたのか、お伺いいたし

ます。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 「単身者向け住宅」を建てる検討はしたの

かというご質問でございます。 

昨年、令和５年の１２月定例会の一般質問

で、梶原議員から「単身者向け住宅」を整備

してはどうかというご質問をいただきました。 

その際、私は、ニーズがどれぐらいあるか

を見極めてから検討するという旨を答弁いた

しました。 

単身者向け住宅のニーズがどれぐらいある

か、具体的な調査までは行ってはおりません

けれども、声として、若桜町に帰って独り暮

らしをしたいけれども、手頃な住居がないで

すとか、ある企業の新規採用者が若桜町に住

みたかったけれども、手頃な住居がなかった

ために町外のアパートに決めたと、そういっ

た具体的なお話を伺っておるところでござい

ます。 

また、地域おこし協力隊を公募する際にも

条件の合う空き家がなかなか見つからないと

いうような声もお聞きをしております。 

さらに、先月開催をいたしました人口減少

対策プロジェクトチーム会議におきまして、

お招きをした、総務省の地域力創造アドバイ

ザーであります青山社中の大山さんのほうか

ら、移住先を決めるのに賃貸物件の有無とい

うのが大変大きな要因であるというようなご

指摘もいただいたところでございます。そう

いったことから、単身者向けも含めまして賃

貸物件の必要性というものを感じておるとい

うところでございます。 

こうした声を踏まえまして、現在予定して

います新町の宅地造成地に単身者向けも含め

た賃貸物件の整備について検討してみたいと

いうふうに思っております。 

なお、執行部としての考えがまとまりまし

たら、議員の皆様にも相談をさせていただき

ながら事業を進めていきたいと考えておりま

す。以上でございます。 

 

議長（山根政彦） 

 梶原明議員。 

 

議員（梶原明） 

 ありがとうございます。プロジェクト会議

で賃貸物件の有無というものが移住に関して

判断材料になっておるようなことを言われた

上、新町に新しくそういう賃貸物件を検討し

ていただいておるというところ、ありがたい

話でございます。確かにこういう物件ってい

うのは利用者からすれば、もう本当に案外身

勝手なところもあると思います。それこそ先

ほど町長もおっしゃられたんですけども、自

宅があっても帰って居住ができる環境はない

とか、とにかく一人暮らしがしてみたいとか、

若桜町のお試し的に仕事をしながら勤めてみ

たいとか、そういうのもいろいろあると思い

ます。 

先に行われた人口減少問題調査特別委員会

の研修会がありましたが、講師に移住者の定

住率っていうものを尋ねさせていただきまし

た。それで、返ってきた答えは、正確な調査

はしていないということでありましたけれど



も、約４割強の方が定住しているのではない

かということをおっしゃられておられました。 

やはり入居しやすい物件、自分に合った物

件というか、いろいろ選べるとは思うんです

けれども、そういう中での選択肢というのを

広げることによって、やっぱり移住を検討さ

れるとか、今度Ｕターンしてみようとか、い

ろんなことに発展していくのかなと。そして、

要は生活に合えば定住にもつながっていくの

ではないかなと考えております。 

本当にニーズといいますか、実際ちょこち

ょこ聞くことはあります。そろそろないんか

とか。そういうところもありますが、そうや

って検討していただけておるというところは

本当にありがたい話でございます。しっかり

と検討していただき、若桜町の発展のために、

できれば造っていただきたいなと思っており

ます。以上で終わります。 

 

議長（山根政彦） 

 続いて一般質問を許します。２番、森田二

郎議員。 

 

議員（森田二郎） 

 皆さん、こんにちは。２番森田です。今回

は、私はフレイル予防対策について質問をさ

せていただきます。 

では、早速１番の（１）の質問に移らせて

いただきます。令和６年５月９日の日本海新

聞に政府の推計として、２０６０年には高齢

者の認知症が６４５万人、加えて、軽度認知

症が６３２万人となり、高齢者の２．８人に

１人が認知機能に障がいがある状態になると

掲載されていました。 

実は今年６７歳になる私自身にとって他人

事ではありません。加齢とともに心身の活力、

運動機能や認知機能が低下し、歩けばつまず

き、ものをつかめば落とし、動けばものを倒

し、そういった運動能力や認知機能がだんだ

ん低下している自分を感じる昨今です。 

ただ、確かに今は健康の状態とは言えませ

ん。でも、まだ何とか生活機能や維持向上が

可能な状態ではあります。しかし、サポート

が必要な状態になりつつある私だと、今、感

じています。こういう人は多分この会場の中

にも多数おられるんではないかなと思います。 

よって、このフレイルを認知する、感じて

いる方は、他の町民の中にも多い。今、人口

の割合が、高齢者が増えていく中では多いと

思っています。このような、私のような高齢

者が増え、高齢化が進む本町では、これは大

変大きな課題だと思いますし、認知症のみな

らず、また、介護を要する状態になる高齢者

数を少しでも抑える予防対策が必要と考えま

すが、このことについての所見を伺います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 森田議員の質問にお答えをいたします。高

齢者の認知症の将来推計のご紹介をいただき

まして、それを受けて高齢化が進む本町も早

期の予防体制が必要と考えるがどうかという

ご質問でございます。 

今回発表されました推計は、厚生労働省の

研究班が令和４年度から５年度にかけて実施

した調査をもとに行われたものであります。

推計の公表は平成２６年度以来、１０年ぶり

ということで、軽度認知障害の推計は今回初

めて公表されました。 

推計によりますと、今から３６年後の２０

６０年には高齢者の６人に１人が認知症で、

これに軽度認知障害の人を合わせると、高齢

者の２．８人に１人が認知症またはその予備

軍ということになります。 

今年１月には、認知症になっても地域とつ

ながり続ける“地域共生社会”の実現を目指

した「認知症基本法」が施行されるなど、認

証症になっても安心して暮らし続けることの



できる地域づくりが求められております。 

本町は現在５月３１日時点ですけれども、

高齢化率が５０．６％と鳥取県東部で最も高

齢化が進んでいる状況にあり、高齢者に占め

る要介護認定を受けておられる方の割合であ

ります要介護認定率は、２２．３％と県平均

の１９．４％よりも高い値となっております。 

また、昨年度新たに要介護認定を受けられ

た方が５５人おられますけれども、その申請

理由を見ますと、認知症が１３人と、２３．

６％で最も多い理由となっており、議員ご指

摘のとおり、認知症について早期の予防体制

が重要であると考えております。 

町では各種介護予防教室であるとか、包括

支援センター・「認知症地域支援推進員」、「認

知症初期集中支援チーム」による相談支援、

当事者と家族の集いである「虹のカフェ」、簡

易検査機器を用いた検診事業のほか、認知症

による行方不明対策として、警察と連携した

「安心見守り事前登録事業」やＧＰＳ機器導

入費用の助成なども行っております。 

認知症になっても、住みなれた若桜町で安

心して暮らしていける町づくりを目指して、

予防から早期発見、介護支援まで切れ目のな

い支援体制の構築に努めているところでござ

います。 

ただ、要介護状態となる原因は認知症だけ

ではなく、関節疾患や骨折、心疾患、脳血管

疾患など多岐にわたりますけれども、これら

を発症して要介護状態となる前段階として、

共通するとされるのがフレイルでございます。 

フレイルといいますのは、日本老年医学会

が提唱する概念で、日本語で“虚弱”を意味

する言葉であります。筋力の低下、外出機会

の減少、体重減少、低栄養、気分の落ち込み

などがフレイルのサインで、この状態が続く

と要介護状態になりやすいとされておりまし

て、フレイル予防と、フレイル状態からの脱

却が重要でありまして、そのために鍵となる

のは、栄養、運動、社会参加、この３点であ

ると言われております。 

これらは認知症予防とも共通しており、介

護予防事業の実施にあたっては、栄養、運動、

社会参加を意識した内容を心がけ、高齢者の

フレイル予防に向けて取り組んでおります。 

また、フレイル予防には、地域の取り組み

も大変重要でありまして、町では住民主体の

サロン活動に対して、若桜町社会福祉協議会

を通じて支援を行っているほか、高齢化が進

み、地域の担い手確保が困難な池田地区に今

年４月から集落支援員を配置して、地区の皆

さんと共同でおしゃべりランチ会の企画を立

ち上げるなど、地域と一体となって取り組ん

でいるところでございます。 

高齢化の進んだ本町ではありますが、健康

長寿の町づくりを通じて、高齢者がいつまで

も地域で活躍していただけるよう引き続き取

り組んでまいります。以上です。 

 

議長（山根政彦） 

 森田二郎議員。 

 

議員（森田二郎） 

 おっしゃったとおり、若桜町が介護になっ

た人、それからそれに至るまでの方について

手厚い支援をされているということは非常に

よく分かっていて、認識もしています。 

出された若桜町高齢者福祉計画であるとか、

こういうもの読みますと非常に充実している

ということも感じています。すごいよく頑張

っておられるし、実はうちの母も大変お世話

になっています。そういった介護サービスや

治療体制も大切です。 

それで、２番目の質問の方に移らせていた

だきたいんですけど、予防対策として、先ほ

ど町長さんが言われましたように、フレイル

に行くまで、または介護に行くまでの支援が、

それから対策がこれから必要だということも

おっしゃられたので、それも非常によく分か

ります。 



それで、繰り返しますが、介護サービスや

治療体制の強化も必要ですが、将来、今以上

に高齢者や介護される人口が増えて、介護を

支える側の人口が減少することが予想されま

す。 

２０５０年には若桜町の人口１，０４０人

ですか、１，４００人ですか、半減してしま

いますよね。そうなった時の年齢構成って、

もっと今より高くなっているんじゃないかな

と考えるところです。つまり、支える側が少

なくなっている。支える側も高齢化でフレイ

ル状態になっているということは非常に危険

だなと思います。 

予備軍とされる認知機能低下やフレイル状

態になる可能性の高い６０歳以上や、まだそ

こまでいかないプレフレイル群と呼ばれる、

いわゆるフレイルになる可能性を秘めた４０

代、５０代についてはこの若桜町健康づくり

推進計画の中のデータを見せていただきます

と、まだそれほどの危機感を抱いていない。

まだ私は大丈夫だと思っている。しかも、運

動習慣が少ないように思います。 

この４０代から５０代のこういったプレフ

レイルになりかける、いや、まだ自分は大丈

夫だという、その手前のロバストと呼ばれる

状態の人たちにとって、ただのありきたりな

啓発ではなくて、やっぱり危険なんだと、危

機意識を感じていただけるような町民への啓

発や働きかけも急務と考えます。これについ

て今後の取組について、お考えを伺います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 重ねての質問にお答えします。今後、人口

減少がどんどん進んで支える側が少なくなる

中で、今から４０代、５０代の町民の皆さん

にも介護予防の働きかけ、啓発が必要ではな

いかというご質問でございます。 

主に高齢者を対象としたフレイル予防につ

きましては、先ほど答弁いたしましたように、

４０代、５０代の中年層への啓発や働きかけ

も大変重要であるというふうに認識をしてお

ります。 

この世代の方は基本的には普段は就労をさ

れておりまして、職場や地域、家庭でも中心

的な役割を担われておることが多く、社会参

加の面ではあまり問題はない一方で、働き盛

りで公私とも多忙な中で、生活習慣病予防や

メンタルヘルスといったことが課題なってま

いります。 

中年層の方に向けては、高齢者と異なる施

策でアプローチしていく必要があると思って

おります。 

町では、検診受診の啓発等を行っている他、

平成２７年度から、若桜町健康ポイント事業

を行っておりまして、ご自身の健康づくり活

動や運動会など、町主催事業への参加に対し

てポイントを付与し、たまったポイントに応

じてお買物券を発行することで、町民の健康

づくり活動を推進しているところでございま

す。 

しかしながら、昨年度健康ポイント事業へ

の参加を申し込まれた方のうち、全体の８割

が高齢者で、４０から５０代の方は２割弱に

とどまっており、また、健康啓発のための事

業や講演会などを開催しても、なかなか中年

層の方の参加は少ないというのが現状でござ

います。 

中年層を含む若い世代へのアプローチは従

前から課題でございますけれども、これまで

の、町報や、ＩＰ告知端末、ホームページで

の広報だけではなく、ＳＮＳ等も活用した周

知啓発が必要と考えております。 

町では、今年３月から、スマートフォンで

ＩＰ告知端末の通知を受信・確認できるアプ

リケーションの配信を開始しまして、普段あ

まりＩＰをご覧になられない方に対しても、

町からの通知を受け取っていただきやすい環



境を整備したところでございますが、今後も、

様々な方法で、若い世代の方の健康啓発に努

めていきたいと考えております。以上です。 

 

議長（山根政彦） 

 森田二郎議員。 

 

議員（森田二郎） 

 確かに４０代、５０代の働き盛りの方に、

例えば地域の活動に参加してくれというのは、

非常に限定的になっていまして、私も以前、

社会教育の方に携わっていた関係で、そうい

った年代の方の社会参加の率というのは大変

低くて、非常に啓発に苦慮をした覚えがあり

ます。 

非常にそこはよく分かっていて、ただ、や

はりそういったイベントに参加してくれなく

ても、何か維持できる方法をやっぱり啓発し

ていかなければならない。いや、啓発や危機

意識をあおるだけではなくて、具体的にどう

すればよいのか伝えていくということがとっ

ても大事だと思っています。 

イベントに参加しなくても、日々自分でこ

んなことをしていれば、何とかフレイルを防

ぐことができるんじゃないかということも、

理論的にちゃんと伝えながら、そして公報で

も具体的に伝えていく。こういうことがこれ

から必要になっていて、日常的に体を動かす

ことも予防対策として考えられます。そして、

それはこんな方法ですと、運動や実践が可能

な方法を正しく知ってもらうことが必要にな

ってくると思うんです。 

例えば、いわゆる社会一般では、今、健康

や幅広い体力を維持していく方法が指導でき

る健康運動指導士という方がおられます。例

えば、鳥取市の健康センターなんかには、そ

ういう方がおられて、トレーニングジムで指

導されております。 

そういった資格を有する方の活用もこれか

ら考えられると思います。この先ほど言いま

したこの健康運動指導士さんというのは、主

にトレーニングジムやフィットネスジム、そ

れから高齢者の施設で働いておられて、時折

テレビなんかでやるんですが、高齢者施設で

トレーニング機器を利用した高齢者用の運動

を指導している。この方も健康運動指導士で

す。 

そういった方がおられると非常に啓発やそ

れから実践的な活動を進めていくのにいいな

と思っていますので、ぜひこういう資格を役

場の職員さんに取っていただくということも

必要かなと思っています。 

あと、実はこの健康運動指導士というのは、

国家検定ではありません。公益財団法人健

康・体力づくり事業財団というのが、平成１

２年から、国から養成事業を受け継いでいま

して、それで、健康を促進する運動プログラ

ム等をしたり、実際に指導したりできるとい

う立場になっております。 

こういう方が町に１人おられるといろんな

機会で啓発も実践的な方法もお伝えできるの

ではないかと思いますが、町長さん、こうい

った資格を役場職員さんに取っていただくっ

ていうのは可能ですか。ちょっとそれを伺い

たいと思います。お願いします。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 健康運動指導士という資格について、役場

の職員で取ってはどうかというご質問でござ

いますけれども、今、介護予防教室等を行う

場合は、包括支援センターの職員や保健セン

ターの職員を中心としながら、テーマに応じ

て理学療法士や作業療法士、健康運動指導士

も入っていただいてやっておるということで

ございます。 

そういう専門的な資格を持った方に入って

いただきながら、専門的知見を交えながらや



っておるというのが現状でございまして、そ

の健康運動指導士という資格がどれぐらいの

訓練を積めば取れるものか等、その辺り研究

してみる必要はありますけれども、今、来て

いただていている方ではどうしても足りない

というような状況があれば、役場の職員でも

取れないかどうか、検討してみてはどうかな

と思っております。 

 

議長（山根政彦） 

 森田二郎議員。 

 

議員（森田二郎） 

 ありがとうございます。機会があるごとに

そういった資格のある方に来ていただいて、

啓発それから実践方法等伝えていただいてい

るっていうのがよく分かりましたので、続け

ていただけたらと思っていますし、もう１つ、

私も以前に体育指導員という立場におりまし

たので、今のスポーツ推進員さんの方々の活

動にこういう方を活かすのも手ではないかな

と考えています。 

例えば４０代、５０代の方が町の行事に参

加するのはやはりスポーツ大会とかの機会が

多いんじゃないかなと思っていますので、そ

ういった時に、ただ体操して終わるのではな

くて、先段の、こういったフレイル予防の方

法、実践がありますよっていうのをスポーツ

推進員さんにぜひ伝えていただくように、ス

ポーツ推進委員さんに資格を取っていただく

というのもいいかもしれませんが、そういう

スポーツ大会での推進員さんの活動もこれか

ら進めていただくと、ちょっとまたてこ入れ

ができるのではないかなと思いますので、ぜ

ひその辺も考えていただけたらと思います。

これは、お返事はいただきませんので、また

検討をお願いします。 

では、３番目の質問に移ります。先ほどか

ら町長さんが言っておられるように、福祉保

健課やそれから包括センターは非常に頑張っ

ていただいているのはよく分かっています。 

ただ、先ほどちらっと申し上げましたけれ

ども、その福祉保健課や包括支援センターの

活動だけではなくて、既存の、今教育委員会

部局さんなんかがやっておられる事業を活用

して、または他部局と連携して１０年後、２

０年後を見据えた町を挙げての取組も必要で

はないかと思います。こういった他部局が連

携した町ぐるみの取組というのは何かこれか

ら考えておられるのかちょっと伺います。お

願いします。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 他部局と連携して１０年後、２０年後を見

据えた町を挙げたフレイル予防の取組をとい

うご質問でございます。 

先ほどの答弁で言及いたしました健康ポイ

ント事業につきましては、対象事業の選定に

あたり、フレイル予防の視点であります「栄

養」「運動」「社会参加」を促すことにつなが

るように配慮をしておりまして、健康ポイン

ト事業にご参加いただくことがフレイル予防

の入り口になると考えております。 

したがって、１０年後、２０年後を見据え

た町を挙げてのフレイル予防の取組について

は、若者からお年寄りまで幅広い世代の方々

が自然体で健康ポイント事業にご参加いただ

くことで、結果的にフレイル予防につながる

よう、健康ポイント制度の内容の充実と周知

に工夫を凝らしていくことが１つの方向性と

してはあり得るのかなと考えております。 

例えば、地域でのボランティア活動や、Ｐ

ＴＡ活動、集落の総事、趣味の集まりなど、

社会参加を促進して人と人がつながるような

活動を幅広く健康ポイントの対象にしてもよ

いのかもしれませんし、健康ポイントの認証

に、スマートフォンのアプリや、ＳＮＳなど



を活用することも考えられます。 

加えて、こうして取得した健康ポイントに、

将来的にデジタル地域通貨を導入しまして、

これに取り込むことでポイントの付与や活用

を柔軟かつ迅速に行えるようになれば、若い

世代の方にも興味を持っていただけるのでは

ないか、地域経済の循環にも貢献できるので

はないかと思います。 

こうした取組も含めまして、他部局や関係

機関とも連携して検討してみたいと考えてお

ります。以上です。 

 

議長（山根政彦） 

 森田二郎議員。 

 

議員（森田二郎） 

 実は私も健康ポイント事業に参加していま

して、でも、何かうまく利用していない自分

がいます。分かっているんだけど行かないと

か、参加しないとかいうのがあって非常に自

分でもだめだなとは思っているんですけれど

も、でも、そういう方って多いんじゃないか

なと思うんです。 

実は、ちょっと調べてみましたら、本当に

健康ポイント事業って食と運動、社会参加を

すごく意識して組んであるんですよ。食だけ

ではなく、スポーツだけではなく、先ほど言

われた社会参加、いろんなイベントに参加す

るということが、人とのつながりで社会的な

フレームをなくしていくっていう、そういう

ところも加えてあって。 

大体フレイルっていうのは３つの歯車があ

るって言われていますよね。身体的フレイル、

それから認知・精神的フレイル、それから社

会的フレイルが歯車のようにかみ合って、１

つが狂ってくるとどんどんどんどんそれが悪

化していく、そういうサイクルがあるんだっ

ていうことが言われています。 

これは東北大学の先生が学術研究で出して

おられますけれども、そういうことを考える

と、若桜町のこの健康ポイント事業ってとっ

てもいい事業だと思うんです。それで同じよ

うなものがないかなとちょっと全国調べてみ

たんですが、千葉県の柏市ですごいことをや

っています。東京大学の高齢社会総合研究機

構というすごいグループがあって、これが２

０１２年から千葉県の柏市でフレイル予防プ

ロジェクトを進めています。 

何をやっているかというと、やはり同じで、

栄養、運動、社会参加を三位一体として包括

アプローチを市民にやっている。若桜町と非

常に似ている。それで、もう１つのフレーズ

は、早期に兆候をつかんでの対応で効果的な

フレイル予防としているんです。 

先ほど言いました、やはりロバストやプレ

フレイルと呼ばれている人にどんどん積極的

に働きかけている。それで、それをどうして

いるかっていうと、大学で体系化しているん

ですよ。いろんな事業をばらばらに示すんで

はなくて、この時期にはこれ、この年代には

これっていうように一覧表にして、市民に与

えているんです。 

これを医学的な見地や社会的見地から非常

に研究して、体系化して市民に与えている。

それが東京大学の高齢社会総合研究機構がや

ってくれている。それでいろんな、例えば社

会福祉協議会だとかそういうところとも連携

しながら、もうグループも巻き込んでやって

います。 

これはすごいことだなと思っていて、ただ

ただ自分たちの事業をこうやって宣伝するだ

けではなくて、どの年代にどれをということ

を分かりやすく紹介をしていく。 

でも、若桜町もその可能性があるじゃない

ですか、町長さん。鳥取大学の医学部とこれ

から連携されるわけですよね、それからサマ

ーキャンプも組まれる。ぜひ、若桜町の実態

として、これから高齢化してフレイル状態が

増えるということも表に出して、共に肩を組

んで、今やっている既存の事業をより効果的



にするための体系化や、それから助言をいた

だくというのはいい方法ではないかと思いま

すが、この辺についてお考えを伺います。お

願いします。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 柏市の例をご紹介いただきました。東京大

学の高齢社会総合研究機構の方でそういう学

問的な知見を交えながら、地元の関係機関と

連携して地域を挙げた取組をされておるとい

うことでございます。 

本町の場合も鳥大の医学部の杉原先生のお

力添えをいただきましてこれまで肝臓病の治

療から入られまして、高齢者の健康づくりと

か、フレイル予防も含めたところで、十年来

ご貢献をいただいているということでござい

ます。 

そういう地域医療と健康づくりというよう

なことを加味した取組をやっているわけです

けれども、鳥取大学とも連携協定を結びまし

て、今後地域の課題解決に専門的な先生の研

究を活かしていこうという取組をしておりま

すので、おっしゃいましたように、このフレ

イル予防という観点で、どういった形が可能

なのかということをまた、杉原先生の方とも

ご相談をしてみたいと思います。以上です。 

 

議長（山根政彦） 

 森田二郎議員。 

 

議員（森田二郎） 

 認知症にならない、その手前のフレイルを

予防していく、そういったことを今回質問さ

せていただきました。本当に若桜町もよく頑

張ってしていただいている、感謝もしていま

すが、これからよりそれを啓発して、それか

ら予防に効果的な、例えば４０代、５０代へ

の働きかけ、そういったことも課題であると

思いますので、検討すると町長さんに言って

いただきましたので、ぜひ進めていただけた

らと考えています。以上で私の質問を終わり

ます。 

 

議長（山根政彦） 

 暫時休憩します。 

 

  午前１０時０７分   休 憩 

 

  午前１０時２０分   再 開 

 

議長（山根政彦） 

 休憩前に引き続き、会議を再開します。 

一般質問を許します。８番、中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 こんにちは。日本共産党の中尾理明です。

傍聴者の皆さん、お出かけくださいまして本

当にありがとうございます。 

本年３月、『続若桜町誌』が町民の元に届け

られました。遅すぎるという意見もありまし

たが、待望の書籍に巡り会うことができ大変

うれしく思いました。編纂、執筆に携われた

山本賢二委員長はじめ、編纂委員会の皆様、

事務局で下調べに精励された事務局の皆様に

敬意を表するものです。 

上川町長は発刊の言葉の中で、先人の町づ

くりへの熱意と功績、現在につながる歴史と

伝統の重みをひしひしと感じると述べておら

れますが、全く同感であります。 

毎日少しずつ読み進めていると言われる町

民の方もあります。凡例で述べられているよ

うに、前回昭和５７年発行の若桜町誌と重複

している部分もあるものの、逆に前回の補完

として若桜の林業の盛衰など新たに書き込ま

れたものもあり、内容に厚みが増したのでは

ないかと思います。 

私が注目したのが、若桜鉄道が現在の観光



鉄道へと歩む過程でした。前回著述された後

の苦難の歴史を克明に伝えており、改めて若

桜鉄道の存在意義に光を与えるものとなって

います。また、私個人は議員として若桜鉄道

存続の運動に関わりを持った一人として、平

成１８年以降小林昌司前々町長時代、執行部

とのやり取りの中で、議会として町民集会を

行い、若桜鉄道存続の決議を行い、八頭町と

の連携を促進してきたことなどにも触れてほ

しかったと思いましたが、私の欲張り過ぎか

もしれません。 

文化面では掘り下げられた若桜俳壇の歴史、

若桜小唄、お小夜と源兵衛など唄と踊りのル

ーツの追跡。若桜学園以前の小中校歌も含め、

若桜の様々な歌がＣＤに刻まれたことは大変

よかったと思います。重ねて編集、編纂関係

者の皆様に感謝を申し上げます。 

それでは通告に従い順次質問をいたします。

最初の質問は介護保険制度についてでありま

す。その１つ、若桜町の令和６年度介護保険

料は５段階の基準保険料は据え置き、１段階

から３段階までを軽減する一方、所得区分を

９段階から１３段階に拡大し、１０段階から

１３段階への保険料を引き上げました。この

ことについて、保険料が引き上げとなった

方々への周知はどのようにされているのか伺

います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 中尾議員の一般質問にお答えします。 

冒頭、町誌編纂、発行についてのお話があ

りました。合併以降の昭和２９年から令和に

入る前の平成３１年までの７０年弱の間の記

録をこのたび発行いたしました。 

おっしゃいましたように、若桜鉄道の歴史

ですとか、あるいは氷ノ山の開発の歴史、あ

るいは学校統合、保育所の統合といった、今

につながることの礎がこの７０年の間に重ね

られてきたという、その辺りの貴重な資料と

なっております。また、先人の思いというも

のが今につながっているということが非常に

よく分かる記録になっておりますので、ぜひ

町民の皆さんにも読んでいただきたいと思っ

ております。 

保険料が引き上げになった方々への周知を

どのようにしているかというご質問でござい

ます。 

保険料のお話がありましたので、まず、介

護保険制度の財源につきまして、議員は重々

ご承知とは思いますけれども、改めまして少

しご説明をさせていただきます。 

介護サービスを利用した場合、利用者の所

得に応じて原則１割、所得に応じて２割、３

割の利用者負担をお支払いしていただきまし

て、残りの９割、所得によっては７割、８割

の部分を保険給付費として支給されておりま

す。この保険給付費の財源としまして、国、

都道府県及び市町村が負担する公費と介護保

険料、この２つで財源が構成をされておりま

す。 

給付費に対する負担割合は原則として国及

び都道府県が３７．５％、市町村が１２．５％、

合わせて５０％が公費、残りの５０％が介護

保険料となります。 

さらにこの介護保険料は６５歳以上の方に

お支払いいただく第１号保険料と４０歳から

６４歳以下の方が医療保険料と一緒にお支払

いをいただく第２号保険料、この２つからな

りまして、保険給付費の２３％が第１号保険

料で、残りの２７％が第２号保険料というふ

うになっております。 

介護保険者であります市町村が算定する介

護保険料は、この第１号保険料でありまして、

３年間の給付費の見込みに基づいて必要な保

険料を算定しますので、原則３年ごとに見直

しを行っております。 

今年度が保険料改定の年でありまして、介



護報酬改定を含む国の制度改正、被保険者数

の動向や介護認定率及び介護サービス提供サ

ービス等勘案をして、令和６年度から令和８

年度を期間とする第９期の介護保険料を昨年

度算定したところでございます。 

先ほどご説明しました、給付費見込みの２

３％相当の保険料確保のためには、保険料を

引き上げる必要がございましたけれども、昨

今の経済状況に鑑み、今以上の負担を求める

ことは、住民生活を圧迫することになると考

えまして据え置きといたしました。ちなみに

本町では平成３０年度から始まる第７期以降、

３期連続で据え置いております。 

また、このたびの国の制度改正では、保険

料算定にかかる所得状況に応じた段階基準を、

これまでの９段階から１３段階に変更されま

した。 

介護保険料の料率は、被保険者ご本人及び

その世帯の住民税課税状況や収入状況により、

第５段階を基準として、それより低所得であ

れば段階的に安くなり、高所得になれば高く

なるよう設定されております。 

この段階が、昨年度までは最高額が第９段

階でありましたが、政令の改正によりまして、

この第９段階をさらに細分化し、第１０段階

から第１３段階が新設され、高所得の方の保

険料について所得状況をより反映するととも

に、この段階の「新設」に伴い増加した保険

料を財源として、第１段階から第３段階の減

額率が拡充され、低所得の方により配慮した

ものとなっております。 

さて、ご質問の保険料が引き上げとなった

方々への周知方法についてということでござ

いますが、先ほど申し上げましたとおり、本

町では、平成３０年度以降介護保険料は据え

置いておりますので、厳密な言い方をすれば

引き上げとなった方はいらっしゃいません。 

しかしながら、結果として前年度に比べて

保険料が増額となる方はいらっしゃいます。 

その要因は、被保険者ご本人及び世帯の所

得・課税状況の変動や所得段階の細分化など

個々の事情に応じて様々でありますので、被

保険者の方からお問い合せがあれば個別にご

説明をしたいと考えております。 

なお、保険料の増減に関わらず、広く皆様

にお知らせをするため、所得段階ごとの対象

者及び年間保険料額等を広報わかさ５月号に

掲載をするとともに、６５歳以上の方には、

先日発送いたしました介護保険料の通知書に

「第９期介護保険事業計画」の概要版を同封

しておりますので、ご覧いただければと思い

ます。以上でございます。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 町長の説明の中で、１０段階からの方の該

当者が今のところなさそうな感じで言われま

したけれども、それは私の聞き間違えでしょ

うか。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 １０段階以降の新設された部分の方がいら

っしゃらないということを言ったわけではあ

りません。町としては保険料を据え置いてお

りますので、そういう意味で保険料が増額に

なった方はいらっしゃらないと申したところ

でございますけれども、実際のところは所得

が上がって１０段階以降の方に移られた方は

何人かいらっしゃいます。 

 

議員（中尾理明） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 そういう方々への周知を図られているとい



うことを分かりながら本会議でご説明をいた

だきました。このたび基準保険料を据え置か

れたということですけれども、所得段階でさ

らに１３段階まで広げられたということは苦

肉の策といいますか、非常に財政的に厳しい

中での処置であったというふうに思います。 

次の質問にも関連しますけども、この介護

保険制度というのは介護の社会化という名の

下に発足しましたけども、果たしてそうなの

かなという懸念がいろんなところでなされて

おりまして、そういう点ではもっと改善が図

られていいのかなという思いの中で質問に立

たせていただいております。 

２つ目です。基準保険料について５月１５

日の日本海新聞は、制度が始まった平成１２

年以来引き上げが続き、制度開始と比べ２倍

強となったと伝えていますが、本町も同様な

引き上げを余儀なくされてきたと認識してい

ます。同日本海新聞は専門家見解として、社

会保障の研究者、淑徳大学結城康博教授は「保

険料上昇が続けば高齢者の生活は厳しくなる、

国庫負担割合を増やすという抜本的見直しが

必要だ」と伝えています。このことについて

町長の所見を伺います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 重ねてのご質問でございます。「国庫負担割

合を増やすという抜本的見直しが必要」であ

るという見解についての所見を伺うというこ

とでございます。 

先ほどのご質問の中でご説明したとおり、

利用者負担を除いた保険給付費の財源は、国、

都道府県、市町村が負担する公費が５０％で、

残り５０％が保険料であり、この保険料のう

ち第２号被保険者に係る保険料は、国保や協

会けんぽ、けんぽ組合などの医療保険者が決

定して、６５歳以上の第１号被保険者の保険

料については介護保険者である市町村が算定

するということでございます。 

この第１号被保険者の保険料につきまして

は、中尾議員がご指摘のとおり、本町におい

ても介護保険制度が発足した平成１２年度の

基準月額は２，９２８円でありましたが、現

在６，５００円ということで、約２．２倍に

なっておりまして、全国的な動向と同様でご

ざいます。 

さて、「国庫負担割合を増やすという抜本的

な見直しが必要」との淑徳大学結城教授の見

解に対する所見ということでございますけれ

ども、確かに国費などの公費の負担割合を増

やせば被保険者の保険料負担の増加を抑える

ことができると思います。 

しかしながら、現在、国においては喫緊の

課題であります人口減少に歯止めをかけるた

めに、「異次元の少子化対策」を推進しており

まして、その財源は、社会保障の歳出削減等

で捻出するというふうにされておる中で、こ

の介護保険の給付費の、国費の負担割合を増

額するというのはなかなか難しいのではない

かなと考えます。 

それでもなお、国費を増額するとなります

と、別の負担の増を招くということになって、

税金を使うことになりますので、国民的な議

論がまた必要になってくるというふうに考え

ます。 

今後も持続可能な制度とするために、給付

と負担のバランスをどのように図っていくの

か、国における検討状況を引き続き注視しま

して、必要な場合は、他の自治体と協議の上

で県を通じて要望してまいりたいと思います。

町としては介護予防事業を引き続き実施して

給付費の抑制に努めていきたいと考えておる

ところでございます。以上です。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 



議員（中尾理明） 

 国の施策について町長と話し合う気はござ

いませんけれども、国の事情で少子化対策や

人口減少対策、そういうものを社会保障費の

中で捻出しようと思ったらなかなか難しいと

いうお話ですけれども、私が思うのに、今の

政府のあり方が、軍事費を５年間で４３兆円

に拡大して、日本が防衛力を強化して、世界

にいつでも対処できるような体制を取るとい

うようなことで、国の方の施策がそういう方

向に向かっておりますけれども、一方で、こ

うした社会福祉、介護の面では、そういう予

算の使い方によってしわ寄せを受けるという

のは、もう火を見るよりも明らかであります。 

したがって、こういう国のやり方がやっぱ

り１つ大きな問題点だと思いますし、そうい

う中にあっても国として国民の健康や介護を

放棄するべきではありませんので、町として

は引き続き国庫負担を増やす方向での努力も

されてほしいですし、そういう介護保険制度

改善の努力をしていただきたいと思うんです

けれども、いかがでしょうか。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 持続可能な介護保険制度を今後も運営して

いくために、誰がどのように負担をしていく

のかということが問題になってくると思いま

すし、国費を増やすということは１つの選択

肢でございますけれども、先ほど言いました

ように、少子化対策にお金をつぎ込んでいる

中ではなかなか難しいというようなこともご

ざいますし、あるいは、利用者負担の方です

ね、２号の被保険者の負担を、原則１割です

けれど、２割負担の範囲を広げるとか、いろ

んな選択肢の中で、今、国の方が審議会で議

論をされておりますので、町としてはその動

向を見守っていきたいと、必要に応じては要

望していきたいというふうに考えております。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 介護保険の窓口負担を１割から２割という

ふうな国の方向性といいますか、検討されて

おりますけれども、１割から２割に倍化する

ようなことになれば、さらに利用者の生活が

大変になってくるということはもう明らかで

あります。したがって、そういうことを避け

なきゃいけませんし、さらに国のほうに働き

かけることによって制度の改善を図っていく

という形で進めていただきたいというふうに

思います。 

保険あって介護なしと言われ続けている介

護保険ですが、制度をつくった当時の厚労省

の老健局長堤修三氏自身が、厳しい財政状況

の中で給付を抑える必要はある程度理解でき

るが、給付対象やサービスメニューを狭める

手法は選択すべきではない、団塊世代の世代

にとって介護保険は国家的詐欺となりつつあ

るように思えてならないとある業界紙で述べ

ています。 

このように、制度をつくった方々自身が今

の現状を憂いておるという状況でありますの

で、現状がこうであるからこのまま進むとい

うことでなくて、本当に高齢者や家族が安心

してかかれる介護制度になるように進めてい

くことを望んで、次に進みます。 

次の質問は人口減少に打ち克つ町づくりに

ついてであります。 

４月２４日、人口戦略会議、経団連の三村

会長が座長ですが、「令和６年地方自治体『持

続可能性』分析レポート」新たな地域別将来

推計人口から分かる自治体の実情と課題とし

て、２０５０年までに若い女性の減少に伴い、

人口が大幅に減る「消滅可能性自治体」が全

体４０％超、７４４とし、１０年前、日本創



生会議が出した８９６との比較分析を伝えて

います。前回同様、消滅自治体の１つとして

分析された若桜町ですが、町長はどのように

受け止めておられるのか、所見を伺います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 人口戦略会議が公表した「令和６年地方自

治体『持続可能性』分析レポート」の中で、

「消滅可能性自治体」の１つと分析されたこ

とについての受け止めということのご質問で

ございます。 

本年４月２４日、有識者で構成された民間

組織「人口戦略会議」によりまして、２０２

０年から２０５０年までの３０年間に２０歳

から３９歳の女性の人口が５０％以上減少す

ることが推計される全国の４割の自治体、こ

れを「消滅可能性自治体」として公表され、

鳥取県内では本町を含め８つの町が該当して

おります。 

これは人口減少に強い警鐘を鳴らしたもの

というふうに受け止めておりますが、先日は、

輪をかけるように２０２３年の人口動態統計

が発表されましたが、一人の女性が生涯に産

む子供の数を示します合計特殊出生率が全国

で１．２０と過去最低を更新しました。また、

出生数や婚姻数も戦後最少ということでござ

います。国全体で人口急減社会に突入してい

ることに危機感を強くしております。 

私は就任以来、人口減少対策を町政の最重

要課題と位置付けて取り組んでまいりました

けれども、ギアを１段上げる必要があるとい

うふうに考えております。 

そこで５月には副町長をリーダーとし、関

係幹部で構成します「若桜町人口減少対策プ

ロジェクトチーム」を立ち上げました。効果

的な少子化対策や移住政策を進めていくため

に何が必要か、協議を進めていく予定でござ

います。 

また、今後におきましては、若手や子育て

世代の職員等で構成するワーキングチームを

結成し、若い世代の方の意見もお伺いしなが

ら進めていきたいと考えております。 

また、プロジェクトを進める上で、必要に

応じて若者や子育て世帯、移住者等、外部の

意見を聞く機会を設け、人口減少の原因や有

効な施策の探求に努めてまいりたいと考えて

おります。 

議会におかれましても「人口減少問題調査

特別委員会」を設置され、先日は県の人口減

少社会対策課の職員の方を講師に招いて研修

会を開催されたところでございます。 

議会の特別委員会とも連携をしながら、町

を挙げて人口減少対策に取り組んでいきたい

と考えております。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 この戦略会議のレポートですけれども、マ

スコミでも非常に批判的に取り上げられてい

るというふうに思います。それは女性の人口

が３０年間に５０％以上減少するというよう

な数字に着目した推計であって、そういう女

性が少なくなるということは残念なことです

けども、そういう状況も今、結婚での女性の

考え方の多様化とか、男性は晩婚化するとか

いろいろなことでこういう状況があるのに、

こういうことを捉えて人口減少、消滅自治体

という名前のレッテルが貼られるということ

について非常に問題があるというふうに、マ

スコミでも取り上げられておりますし、私も

そう思います。 

そこで再度質問するんですけれども、５月

８日のしんぶん赤旗コラム欄を引用させてい

ただきます。「私はナンセンスだと思う、じゃ

あ、東京はすごい頑張っているから人口が増



えるの。そんなことないでしょう、出生率最

低だよ」と丸山島根県知事。「自然減対策のメ

インが自治体であるかのような間違ったメッ

セージだ」と千葉市神谷市長、そして全国町

村会会長の吉田隆行広島県坂町町長は、「２０

歳から３９歳までの女性の人口が半減すると

いう一面的な指標をもって線引きしている、

一部の地方の問題であるかのように矮小化さ

れてはならない」とコメントするなど、全国

の首長からも苦言が相次いでいます。改めて

今申し上げたことについて、町長のご所見を

伺いたいと思います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 最初に女性の人口の減少という指標をもっ

て消滅可能性自治体ということで導き出され

たことに対するご批判がありましたけれども、

それは若い女性が減っていくということが、

統計的客観的に人口減少に結びつくというこ

とを、それでデータとして使われたというこ

とだと思います。決して女性に対する偏見と

いいますか、そういう価値判断的なことを込

めての推計ではないというふうに私は考えて

おります。 

そういう意味で、客観的に今後人口が減っ

ていくことに対する警鐘を大きく鳴らされた

ということではないかと思います。 

ただ、消滅可能性という表現が、皆さんこ

うして人口が減る中でも、それに少しでも抗

っていこうということで、町づくりを頑張っ

ておる中で、そういう消滅可能性というレッ

テルを貼るというのはいかがなものかという

ふうなことは内心では思っております。 

何とか人口減少消滅自治体というレッテル

を返上できるように町づくりに取り組んでい

きたいと考えているところでございます。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 日本の人口が減少して地方が衰退している

のは、女性が子どもを産まないからではあり

ません。長時間労働や非正規雇用、低賃金、

教育をはじめ、子育てへの重い経済的負担、

ジェンダー平等の遅れなど、暮らしや権利を

守る施策が全く遅れている国の政治に大元が

あるのではないでしょうか。 

２つ目です。平成の大合併の嵐の中、若桜

町は単独で歩む選択をしました。私はそうし

たからこそ、全国に先駆けて保育料無償化な

どの先進的な施策ができたものと考えます。

これからも単独自立、小さくても誇りの持て

る町づくりに頑張ることが求められていると

考えますが、町長の所見を伺います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 これからも小さくても誇りの持てる町づく

りに頑張ることが求められていると思うが、

町長の所見を伺うというご質問でございます。 

本町は平成の大合併の際、「自分たちで考え、

自分たちで取り組む若桜町」を目指して単独

の道を選択し、社会情勢の変化に的確に対応

し、持続可能な町づくりを進めてまいりまし

た。議員ご指摘の、全国に先駆けた保育料の

無償化などの取組も、小さな町だからこそで

きる思い切った施策であったと思います。 

小さい町ならではの、小回りが利いて目が

届きやすいですとか、町民の顔の見える関係

が築きやすいといったメリットを活かして、

人口減少対策プロジェクトチームにおいても、

思い切った施策を検討してほしいと思ってお

ります。 

人口減少に歯止めがかかる、あるいは人口



が減っても関係人口を増やして地域社会が維

持できる、そういった施策を講じることで、

３０年後には「消滅可能性自治体」というあ

りがたくないレッテルを返上できるように取

り組んでいきたいと考えております。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 町長の力強い決意のほどを伺って非常に励

まされました。 

ちょっと次に質問的な提案を行います。ご

存じかもしれませんけども、全国の４４町村、

２町村会で構成されている鳥取県では岩美町、

日野町が参加する「小さくても輝く自治体フ

ォーラムの会」という団体があります。 

会の目的は全国の自立を目指す小規模自治

体がその目的と課題を共有し、一つとして住

民を元気にし、地域を活性化するなどの実践

を研究、交流し、二つとして小規模自治体が

国土の中で果たしている役割、住民要求に基

づくきめ細かな行政実践など、特長ある取組

や、その継続・発展のための条件整備につい

て内外にアピールすることを目的とすると目

的を定めていますが、小規模自立を志す若桜

町として、この団体に参加・交流、切磋琢磨

し、若桜型町づくりを構築することを提案し

たいと思います。町長の所見を伺います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 ご提案として承らせていただきたいと思い

ます。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 ぜひ、前向きに取り組んでいただきたいな

というふうに思います。 

町民が安心して住み続けられるためには、

子どもからお年寄りまで全ての世代に優しい

施策が行き届く町づくりが求められています。

子育て支援を推進するとともに、高齢者が希

望を持って生活できる町をつくることを望み

次の質問に入ります。 

最後の質問は若桜鉄道構内の跨線橋につい

てであります。最初に若桜駅構内に予定され

ている跨線橋については、本年度予算として

詳細設計費用２，０２０万８千円が計上され

ています。この予算執行をどのように進めら

れていますか伺います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 跨線橋整備の詳細設計費用の予算執行をど

のように進めているかというご質問でござい

ます。 

若桜駅と道の駅若桜は隣接しているにも関

わらず、往来するには、ちょうど「屋堂羅１

号線」を経由して遠回りする必要がございま

す。また、観光客には分かりにくいという声

も出ております。 

このため、若桜駅と道の駅を結ぶ動線を確

保して円滑な移動を可能にし、町民の利便性

の向上とともに、多くの観光客に駅前や若桜

宿内、道の駅のいずれの施設も訪れていただ

こうということで、若桜駅構内に跨線橋を整

備することを計画しているものでございます。 

令和５年度に概略設計を実施し、本年度当

初予算で詳細設計のための費用を計上させて

いただいております。 

現在、バリアフリー対策の検討など、もう

少し概略設計の内容を詰めて、その後、パブ

リックコメントで町民のご意見も伺いした上



で、詳細設計を発注する予定としております。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 町報にも意見を寄せてくださいということ

が書かれておりましたし、町長の今のご答弁

でパブリックコメントを寄せていただくとい

うことなんですけれども、それは当然だとい

うふうに思います。 

次であります。５月２５日の日本海新聞文

化欄に日本鉄道保存協会事務局長の米山淳一

氏が若桜鉄道に敬礼、歴史的景観保存と活用

との表題で投稿されました。全文は省きます

が、「先日全国に誇る若桜駅構内に跨線橋を架

ける話を知った、鉄骨を擬木で覆った仕様、

若桜駅構内は林業の繁栄を物語る貴重な文化

遺産、若桜、いや、日本の宝だ、歴史的景観

を阻害するものはいらない」と記されていま

す。この米山氏の意見について町長の所見を

伺います。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 日本鉄道保存協会事務局長の米山淳一先生

が跨線橋の整備について「歴史的景観を阻害

するものは要らない」との意見を日本海新聞

に投稿されたことについての所見をというご

質問でございます。 

米山淳一先生には、若桜鉄道施設の歴史

的・文化的価値の全国発信や若桜駅構内にあ

るディーゼル機関車等車両の誘致などにご尽

力をいただき、本町の町づくりに多大なるご

貢献をいただいているところでございます。 

 このたび、米山先生が跨線橋について、駅

構内の歴史的景観を阻害するのではないかと

のご懸念から整備に否定的なご意見を新聞に

投稿されているということでございまして、

ご意見は重く受け止めたいと考えております。 

しかしながら、道の駅と若桜駅を最短ルー

トで結び、双方向での円滑な人の流れを作り

出すということは、町民の願いでもございま

して、先日開催いたしました出前町長室でも

多くの町民の方から期待の声を伺ったところ

でもございます。 

また、道の駅を来訪した観光客を若桜駅や

若桜宿方面に円滑に誘導することは地域経済

の波及効果も大きく、特にこの４月に開設さ

れたさくらオートバイ神社の集客効果により

まして、跨線橋の意義も高まっているという

ふうに考えております。 

米山先生のご投稿の主旨も踏まえながら、

施工の際にはご懸念の景観の保全にも極力配

慮の上、計画を進めてまいりたいと考えてい

るところでございます。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 自分なりの考えといいますか、跨線橋につ

いての考えはあえて伏せておきますが、米山

淳一さんについては、先ほど町長も述べられ

たように、平成１７年、１８年に行われた、

前々小林町長時代ですけれども、景観まちづ

くり研修会で市民文化財ネットワーク会長の

渡辺一正元鳥取環境大学教授などとともに、

若桜町の魅力発見、町づくりに多大なご協力

をいただき、格別鉄道分野での識見を発揮し

ていただきまして、若桜鉄道の登録有形文化

財選定など多大な貢献をされた方であります。 

米山さんのご指摘を今一度傾聴すべきでは

ないでしょうか。私は議員として忸怩たる思

いに駆られるんですけども、このたびもそう

ですし、過去に迎賓館の運用の問題だとか、

コンビニの問題などを町の中で揺れた時期が

ありました。そういう事業の１つになりはし



ないかなと懸念するものです。 

一度立ち止まって多様な意見に耳を傾け、

できるならば米山さんの思いが実るような形

で進めていただけたらなと思うんですけれど

も、町長のご所見をいただけますか。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 跨線橋の整備については、いろいろご意見

があろうかと思いますけれども、町民の皆さ

んがどう考えるかということが基本、大切な

ことだと思いますので、その辺りはパブリッ

クコメントをしっかりと取ってご意見をまず

は伺ってみたいと考えているところでござい

ます。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 当たり前で、言うのは野暮だと言われるか

もわかりませんけれども、米山さんとの接触、

会話などはされていますか。 

 

議長（山根政彦） 

 答弁を求めます。上川町長。 

 

町長（上川元張） 

 米山先生とは昨年、１年ほど前でしょうか、

東京に上京した折に重伝建の関係でお会いを

いたしまして、その際にもこの跨線橋の話を

いたしております。その時にははっきり造る

なというような話はされておりませんでした。 

 

議長（山根政彦） 

 中尾理明議員。 

 

議員（中尾理明） 

 この投稿があった後も米山さんとのコンタ

クトを取っていただいて、やはり若桜町外の

方ではありますが、そういう若桜に貢献して

いただいた方の恩を忘れずに、それを活かし

ながらいい選択をしていただきたいものだと

いうふうに思います。以上で質問を終わりま

す。 

 

議長（山根政彦） 

 これで一般質問を終結します。 

以上で、本日の日程は全部終了しました。 

本日は、これにて散会します。 

 

 

   午前 １１時０４分  散 会 


